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第 5章 中間評価時におけるマガキ増養殖関連技術開発の現状と課題 

                             （貝類増養殖分野：赤繁悟団員報告） 

 

○これまでの経過 

本プロジェクトにおけるマガキ増養殖に関連する技術開発は、専門家の派遣が大幅に遅れたこ

と、また環境省による養殖許可書も大幅に遅れるという阻害要因のなかで行われてきました。中

間評価の現時点は、熱帯海域における特殊条件下において、成熟幼生を用いた人工採苗から養殖

まで技術開発が行われ、解決すべき課題が明らかとなった段階と思われます。 

 

○今後の取り組み 

残り１年半で人工採苗、中間育成、本垂下養成の一連の技術をほぼ完成すると共に、漁民への

種苗配布と養殖指導により生計向上に向けた養殖のあり方を実践の結果として提言する必要があ

ります。 

本プロジェクト終了以降において、赤貝採取に依存した不安定な生計からマガキ養殖導入など

による多角化・安定化した生計への転換を自立発展的に取り組み可能とする、マガキ種苗生産・

養殖モデルを確立することが本プロジェクトの目的です。 

漁民への種苗の配布と養殖指導においては、漁民がマガキ養殖により生計向上が期待できると

いう成功体験を積む必要があるため、あらかじめ養殖現場で様々な方法について検討した上で、

より現実的な養殖法の指導が必要と考えます。 

種苗生産や養殖法は、施設の制約や養殖海域の条件により影響されるため、与えられた条件の

中で工夫することが必要で、実際に今回の中間評価調査において、そのような工夫が実践されて

いることが伺えました。今後の技術開発を効率的に進めるため、既に取り組みがされていて重複

する部分が多いが，これまでの問題点とその解決に向けた取り組みについて検討しました。 

 

○検討課題と提言 

 １ 人工採苗技術 

これまでの採苗率は 41％（成熟幼生数 140 万個、以下同じ）、17％（200 万個）、15％（14

万個）と変動している。幼生数と採苗率の間には一定の関係はないようである。採苗率に

影響するのは、成熟幼生と付着基質の状態に依存すると考えられ、今後安定して 41％前後

の採苗率を達成するため、以下の検討が必要である。 

① 幼生の質：出荷から採苗開始までの条件を 41％の時とほぼ同じにする。これは可児専

門家がチリで飼育してエ国で採苗したものであるが，米国から幼生を購入する場合にも

これに順じた輸送方法を相手先に依頼するなどして幼生の質の低下をふせぐ。 

② 幼生の状態：購入した幼生が到着した時の状態を観察記録する。 

（到着時箱内の気温、幼生の大きさ(殻高)、眼点幼生の比率など） 

③ 付着準備：到着した幼生を付着水槽へ収容するまでの注意点 

冷却かつ水切りされて輸送されてきた幼生を通常の海水温に馴致させた後に、付着さ

せる。幼生を海水に収容すると、幼生同士が粘液で塊り遊泳できなくなるため、撹拌し

ながら幼生同士が塊らないようにして遊泳状態に戻す必要がある。幼生を海水に戻して、

閉殻した幼生、開殻している幼生、面盤の繊毛運動で遊泳する幼生などの比率を５～10
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分おきに観察して、大部分の幼生が遊泳する状態で付着にまわす。 

④ 付着基質の準備 

マガキ幼生のホタテガイ殻への付着では、あらかじめ海水中で１週間程度マガキ成貝

とホタテガイ殻を同居させておくと、マガキ幼生が速やかに付着することが知られてい

る。カルチレス採苗においても、マガキ殻粒子などに応用すれば付着が速やかに行われ

ると期待できる。 

⑤ 付着条件 

・ 幼生数とカルチレス採苗用の粒子数及び水量との関係 

・ 付着時の餌料密度（１日あたり概ね５万細胞；10 万以上の高密度にすると濾過停止

するため逆効果） 

・ 採苗水槽の水温（25℃程度；水温が低いと付着までの時間が長くなる傾向） 

・ 飼育水の交換（1日ごとに全換水の頻度） 

 

 ２ 中間育成技術（１cm サイズ種苗まで） 

これまでの採苗率と種苗生残率（成熟幼生数）は、１回目 41％、0.8％（140 万個）、２

回目 17％、0％（200 万個）、３回目 15％、5.7％（14 万個）となった。3 回目が他に比べ

て、幼生数が極端に少なく好成績であったといえる。その原因は明らかではないが、３例

とも付着以降の飼育条件が同じであれば、３回目は幼生数に従って付着稚貝数が少なかっ

たことが好成績の原因と考えられる。幼生の収容密度が低くかったために、稚貝あたりの

餌料が多かった、或は飼育環境条件が悪化しなかったことなどが考えられる。 

「派遣業務進捗状況報告２」でも指摘されているように、餌料の供給不足を解消するこ

とが必要である。同報告の飼育密度試験結果をみると、総重量と殻高は収容密度による違

いはあるものの、全体としてほとんど成長していない結果となっている。具体的な実験方

法については不明であるが、直径 80cm の篩に稚貝を密度別に収容して、これを別々の飼育

水槽（直径 1m 程度？）に収容してダウンウエル方式で飼育した。飼育水槽への珪藻の投与

量が不明であるが、実験区間で差はないように設定されていると推定され、その場合試験

区間で稚貝１個体当たりの餌料量はことなるものの、いずれも不足していたと考えられる。 

① 餌量生産能力と向上：餌料の生産量を増やす 
・ 室内での 16L ビンの培養本数を増やす。限られた施設の中での対応になるが、研究

室内の整理，配置換えにより培養用のスペース拡大を検討する。 

・ 既に取り組まれているエビ養殖池などを活用する。（必要なら窒素や燐を施肥して、

プランクトンの増殖を図る。） 

・ 5mm 程度になった時点で、目合いの細かい網かごに入れて、筏での垂下養成につい

て検討してみる。ただし、目合いが小さいため毎日かご交換するなど細かい管理が

必要となる。また、垂下水深についても要注意（1～3）ｍの表層は付着生物がつき

やすく、かごが汚れやすい傾向にある）。 

② 目合いの調整：篩、かご（網、プラスチックなど）の目合いを成長に合わせて大きくす
る 

・ 篩、かごの目合いは成長に合わせて、目合いにかきが刺さらない範囲で、できるだ

け大きいものに変えていく。 
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・ また、成長差が大きい場合には選別して、大小、大中小などに分けて飼育する。 

③ 篩、かごの汚れ対策：篩、かごの汚れを定期的に除去する 

・ 篩、特に屋外池などでのかごによる飼育では、浮泥や付着物・かきの排泄物により

汚れるため、かごをゆすってかご内外の浮泥などを落とす、干出して付着生物を死

滅させる、新しいかごに取り替えるなどの管理を行う。 

・ カニなどの食害動物が入った場合にはできるだけ速やかに取り出す必要があり、こ

のためかきが小さい時ほど頻繁に観察する。 

 

 ３ 海面中間育成（1cm サイズから漁民への配布サイズ（2～3cm？）まで） 

① 試験を実施するに十分な種苗の確保：本プロジェクト終了まで１年半で、海面中間育成

及び本垂下養成では、養殖かごへの収容密度、かご替え頻度（汚れ対策、成長に伴う密

度対策）、フジツボなど外敵生物対策としての養殖水深の検討など、多くの課題を平行

して実施する必要があり、このためには十分な種苗がまず必要である。 

② 中間育成の必要性：1cm サイズ稚貝は、これ以降の養殖方法が確立していない現状では、

より目合いの大きなかごで養成できる 2～3cm サイズまで支局で養成した後に、漁民へ

配布して養殖試験を実施することが望ましい。 

③ 飼育管理の内容：筏より垂下して、この間の飼育管理として、かごの汚れ状況、内部の

かきの成長と生残の状況、外敵生物の付着や侵入状況などをできるだけ頻繁に（できれ

ば毎日、少なくとも週３回）観察し、状況に応じてかご（網、プラスチックなど）の目

合いを成長に合わせて大きくする、かごの汚れを定期的に除去する、カニなど食害動物

がいれば除去する、垂下水深を変更するなどの作業を行う。 

④ 潮流対策：かご養殖ではかご内部のかきは一箇所に集まって塊りとなり餌が全個体にい

きわたらなくなる、流向にあわせてかきが内部を移動するため殻が擦れて成長しないな

どが心配される。おもりをかごの下に取り付けて、できるだけ潮流の影響を避ける、か

ごの中に仕切りを設けて４区分するなどの対策を講じてみる必要がある。 

⑤ フジツボ対策：フジツボの付着などを避けるため、かごを垂下する水深についても検討

する必要がある。一般に表層（1～3ｍ）は付着生物が多い傾向にある。海底付近は貧酸

素状態になることがあるため、この水深は避けたほうが良い。 

⑥ かごへの収容密度とかご換え：かごの種類についても現実的ないくつかのものについて

平行して検討する必要がある。また、かごへの稚貝の収容数はパールネットの場合には

総重量で 500ｇ程度との報告があるので、これを目安にして収容し、総重量が２倍程度

になった時点で密度調整とかご替を実施する。かごの汚れや成長に応じて、かご替え、

密度調整などを実施する。 

 

４ 本垂下養成（漁民への配布を想定したサイズ以降出荷まで；海面中間育成の部分と重複す

る部分が多い） 

① 飼育管理の内容：筏より垂下して、この間の飼育管理として、かごの汚れ状況、内部の

かきの成長と生残の状況、外敵生物の付着や侵入状況などをできるだけ頻繁に（週 2～

3 回）観察し、かご（網、プラスチックなど）の目合いを成長に合わせて大きくする、

かごの汚れを定期的に除去する、カニなど食害動物がいれば除去する、垂下水深を変更
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するなどの作業を行う。 

② 潮流対策：かご養殖ではかご内部のかきは一箇所に集まって塊りとなり餌が全個体にい

きわたらなくなる、流向にあわせてかきが内部を移動するため殻が擦れて成長しないな

どが心配される。中間育成と同様におもりをかごの下に取り付けて、できるだけ潮流の

影響を避ける、かごの中に仕切りを設けて４区分するなどの対策を講じてみる必要があ

る。 

③ 養殖水深：フジツボの付着など避けるため、かごを垂下する水深についても検討する必

要がある。一般に表層（1～3ｍ）は付着生物が多い傾向にある。海底付近は貧酸素状態

になることがあるため、この水深は避けたほうが良い。 

④ かごへの収容密度とかご換え：かごの種類についても現実的ないくつかのものについて

平行して検討する必要がある。また、かごへの稚貝の収容数はパールネットの場合には

総重量で 500ｇ程度との報告があるので、これを目安にして収容し、総重量が２倍程度

になった時点で密度調整とかご替を実施する。かごの汚れや成長に応じて、かご替え、

密度調整などを実施する。 

⑤ フジツボ対策：フジツボ対策として、タマネギ袋への付着でかきへの付着を防除する方

法の検討が必要であるなど、熱帯水域の特性を知りこれに基づいた養殖法を開発するこ

とが求められている。フジツボについては、既存の三ヶ所の筏でそれぞれ１～２週間毎

に水深別（1、3、5、7、9ｍ）に付着調査を実施し、フジツボ類の周年の付着状況を水

深別に把握する。潮流の速いところでは、フジツボ幼生は上下混合されて深いところま

で分布し、緩やかなところでは表層に多い傾向が確認できれば、静穏な海域での表層を

避けた養殖が可能と考えられる。また、出現時期に季節性が見られれば、フジツボ対策

の必要な時期が明確となり養殖管理の徹底が図られる。 

⑥ 干出によるフジツボの死滅時間の検討：文献などにより付着直後のフジツボの干出耐性

を調査し、定期的にかきを干出させる効果について検討する。 

⑦ 出荷可能サイズ：従来の 8cm にこだわることなく、それ以下のサイズでも身入りが良け

れば、３年もののイワガキと同等の身であり、商品価値を検討する必要がある。 

 

○潮間帯での養殖の検討 

潮間帯に生息するかきは味が良い或は潮の香りが強いと言われている。出荷サイズにこだわら

なければ、中間育成以降に潮間帯で養成する、或は例えば出荷の１ケ月以前から潮間帯で養成し

た後に出荷する方法についても検討の価値がある。潮間帯での養成は、成長は遅いものの、付着

生物が着きにくい、潮の香りが強いなどの利点があり、消費者にアピールできる可能性がある。 

（以上）
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